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証券コード7995
平成30年5月31日

株 主 各 位
東京都品川区大崎二丁目１番１号

代表取締役社長 瀧 澤 利 一
第118期　定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り誠に有難く厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第118期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださ
いますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合には書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に、議案に対する賛否をご表
示いただき、平成30年６月19日（火曜日）午後５時35分までに到着するようにご返送くださいます
ようお願い申しあげます。

敬　具
記

１ 日時 平成30年６月20日（水曜日）午前10時

２ 場所 東京都品川区大崎二丁目１番１号
ThinkPark Tower（シンクパークタワー）24階
日本バルカー工業株式会社　本社大会議室

３ 会議の目的事項 報告事項 １．第118期（自平成29年４月１日至平成30年３月31日）事
業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第118期（自平成29年４月１日至平成30年３月31日）計
算書類報告の件

決議事項 第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　定款一部変更の件
第３号議案　取締役１名選任の件
第４号議案　監査役１名選任の件
第５号議案　取締役および監査役の報酬限度額改定の件

－ 1 －

株主各位
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４ 招集にあたっての決
定事項

(1) 議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意
思表示をされたものとして取扱いいたします。

(2) 当日代理人により議決権を行使される場合は、他の議決権を有する株
主１名に委任することができます。この場合は、代理権を証明する書
面をご提出ください。

５ インターネット開示
についてのご案内

本招集ご通知に添付すべき書類のうち、連結計算書類の「連結株主資本等
変動計算書」「連結注記表」および計算書類の「株主資本等変動計算書」
「個別注記表」につきましては、法令および当社定款第16条の規定に基
づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.valqua.co.jp）に掲載いたしておりますので、本招集ご
通知添付書類には記載しておりません。
したがいまして、本招集ご通知添付書類は、監査報告を作成するに際し
て、監査役および会計監査人が監査をした連結計算書類または計算書類の
一部であります。

以　上

①　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます
ようお願い申しあげます。

②　株主総会参考書類、事業報告、計算書類および連結計算書類について修正事項が生じた場合
は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.valqua.co.jp）において、修正後
の事項を掲載させていただきます。

－ 2 －

株主各位
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［添付書類］
事業報告（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

１ 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過およびその成果
①　営業の状況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、個人消費にやや力強さが欠けたものの、堅調な輸出
を反映し企業の生産活動と設備投資がともに活発に行われる等、緩やかな拡大基調を維持しま
した。
　また、海外経済においては、米国は個人消費の一部に弱さがあったものの好調を維持し、欧
州や中国においても濃淡はあるものの概ね安定的な状況となる等、全体としては堅調な推移と
なりました。
　このような事業環境下において当社グループは、最終年度となる第７次中期経営計画「New
Valqua Stage Seven」（NV・S7）で掲げた戦略の完遂に向けて、諸施策を速やかに実行す
るとともに足元の収益拡大を図り、加えて、将来の持続的成長を実現するための企業基盤の整
備・強化を推進しました。
　この結果、当社グループの当連結会計年度の連結経営成績につきましては、売上高が475億
9千2百万円（前年同期比9.1％増）、営業利益が53億7千4百万円（前年同期比32.2％増）、
経常利益が54億6千6百万円（前年同期比39.1％増）、親会社株主に帰属する当期純利益が38
億3千3百万円（前年同期比63.2％増）となりました。

②　企業集団の事業部門別の営業の概況
　当社グループの事業部門別売上状況は次のとおりであります。

区 分
売　　上　　高

当連結会計年度 前連結会計年度 増 減 額 増 減 率
百万円 百万円 百万円 ％

シ ー ル 製 品 事 業 32,425 28,618 3,806 13.3
機 能 樹 脂 製 品 事 業 12,446 11,550 895 7.8
そ の 他 事 業 2,720 3,470 △750 △21.6

合 計 47,592 43,640 3,952 9.1

－ 3 －

事業の経過およびその成果
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(2) 設備投資の状況
　当連結会計年度における設備投資は、完工ベースで20億7千3百万円でありました。主として
生産能力の増強、合理化、研究開発のための設備投資を実施いたしました。

(3) 資金調達の状況
　該当事項はありません。

(4) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

(6) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

(7) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　該当事項はありません。

(8) 対処すべき課題
　当連結会計年度における事業環境は、濃淡こそあるものの、国内外とも緩やかな拡大基調を示
しました。しかしながら今後に向けては、世界各地の地政学的問題、主要国・地域間における通
商問題、資源価格の変動等、不透明な要素が多く存在していると認識しております。
　このような事業環境の見通しを基に、当社グループは第８次中期経営計画「New Valqua 
Stage Eight」（NV・S8）を策定しております。“NV・S8”におきましては「 『THE VALQUA 
WAY』のもと『Ｈ＆Ｓ（ハード＆シールエンジニアリング・サービス）』を軸としたイノベー
ションで、健全で持続的な成長を目指そう 」をスローガンに、

１．コーポレートガバナンスのさらなる充実
２．「選択と集中」による事業、機能の見極めと積極的な成長投資の実行
３．グローバルな収益基盤の拡大強化
４．時代の変化を先取りした人材開発と企業風土の改革

という経営基本方針を掲げ、収益拡大と企業基盤整備に向けた取組みをしております。

－ 4 －

設備投資の状況、資金調達の状況、事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況、他の会社の事業の譲受けの状況、吸収合併または吸収分割による他
の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況、他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況、対処すべき課題



2018/05/21 11:10:42 / 17369293_日本バルカー工業株式会社_招集通知（Ｃ）

＜事業展開について＞
　シール製品事業につきましては、生産拠点の再配置や営業拠点の拡充により、製販技の連携
を強化し、顧客視点でのＱＣＤＳをさらに向上させてまいります。また、安心・安全を第一と
しながらも、斬新なアイデアに基づく新たな価値、新たなソリューションサービスの提供に果
敢に取組み、顧客との信頼関係をさらに強固なものにすべく、日々取組んでまいります。
　機能樹脂製品事業につきましては、中国や米国などの海外市場に積極投資を行い、生産拠点
の拡充や原料・加工メーカー等とのアライアンス活用を強力に推進してまいります。ふっ素樹
脂をはじめとする製品の拡充、既存製品の選択と集中を推進し、さらなるサービスの向上に努
めてまいります。
　その他事業につきましては、“NV・S8”の基本方針のひとつである「選択と集中」のもと、
事業や機能の見極めを推進し、収益力向上を図るための成長投資を積極的に実行してまいりま
す。また、今まで培ってきた「コア技術」を新製品開発および既存事業での応用や用途展開等
に有効活用し、果敢にチャレンジしてまいります。
　海外における事業展開につきましては、リスク管理体制のさらなる拡充を図るとともに、地
域毎の特性を踏まえた施策の実施、新市場への参入、アライアンスの活用、調達力強化等によ
り、事業拡大を図ってまいります。

＜グローバルＣＳＲの推進と人材開発の強化＞
　当社グループにおけるＣＳＲとは、企業理念である「THE VALQUA WAY」を具現化する
事業活動そのものであり、社会の様々な期待に応えるべく独自のコンセプトに基づいてＣＳＲ
活動を推進しております。“NV・S8”でも引き続きグローバルな視点でのＣＳＲ意識の向上を
図り、世界中のステークホルダーに貢献できる活動を展開してまいります。
　人材開発につきましては、“NV・S8”を完遂させ得る強いリーダーとチャレンジ精神に溢れ
たフォロワーを育成するとともに、企業風土を改革し、「ダイバーシティの推進」にも積極的
に取組んでまいります。

　“NV・S8”の推進にあたりましては、「コンプライアンス遵守」のためのグループ体制の強
化およびリスクマネジメントの徹底を図るとともに、環境変化に柔軟に対応しながら、戦略の
完遂に向けて、グループ一丸となって果敢に挑戦してまいります。

－ 5 －
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(9) 財産および損益の状況の推移

43,64040,021 41,120

第117期
（平成28年度）

第116期
（平成27年度）

第115期
（平成26年度）

47,592

第118期
（当連結会計年度）

売上高� （単位：百万円）

3,929
3,087 3,058

第117期
（平成28年度）

第116期
（平成27年度）

第115期
（平成26年度）

5,466

第118期
（当連結会計年度）

経常利益� （単位：百万円）

2,348
1,803 1,752

第117期
（平成28年度）

第116期
（平成27年度）

第115期
（平成26年度）

3,833

第118期
（当連結会計年度）

親会社株主に帰属する当期純利益�（単位：百万円）

132.93
102.05 99.19

第117期
（平成28年度）

第116期
（平成27年度）

第115期
（平成26年度）

217.01

第118期
（当連結会計年度）

1株当たり当期純利益� （単位：円）

46,65143,669 43,258

第117期
（平成28年度）

第116期
（平成27年度）

第115期
（平成26年度）

50,782

第118期
（当連結会計年度）

総資産� （単位：百万円）

30,84928,860 28,504

第117期
（平成28年度）

第116期
（平成27年度）

第115期
（平成26年度）

34,592

第118期
（当連結会計年度）

純資産� （単位：百万円）

区 分 第115期
（平成26年度）

第116期
（平成27年度）

第117期
（平成28年度）

当連結会計年度
（平成29年度）

売 上 高( 百 万 円 ) 40,021 41,120 43,640 47,592
経 常 利 益( 百 万 円 ) 3,087 3,058 3,929 5,466
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益( 百 万 円 ) 1,803 1,752 2,348 3,833
１株当たり当期純利益( 円 ) 102.05 99.19 132.93 217.01
総 資 産( 百 万 円 ) 43,669 43,258 46,651 50,782
純 資 産( 百 万 円 ) 28,860 28,504 30,849 34,592
１株当たり純資産額( 円 ) 1,559.29 1,536.90 1,657.08 1,870.47

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により算出表示しております。
３．１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出表示しております。
４．平成28年10月1日付で普通株式5株につき1株の割合をもって株式併合を実施しております。これに

伴い、1株当たり当期純利益および1株当たり純資産額は、第115期の期首に当該株式併合が行われた
と仮定し、算定しております。

５．第116期は、海外売上高が増加したものの、事業構造改善費用等を計上したため減益となりました。
６．第117期は、製品とサービスにおける質の向上を図るとともに、事業のあらゆる面の効率化と「選択

と集中」の推進により、増収増益となりました。
７．当連結会計年度における状況につきましては、前記⑴の「事業の経過およびその成果」に記載のとお

りであります。

－ 6 －

財産および損益の状況の推移
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(10) 重要な親会社および子会社の状況
①　親会社との関係
　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の

出資比率 主 要 な 事 業 内 容
株 式 会 社 バ ル カ ー テ ク ノ 30百 万 円 100％ 各 事 業 に お け る 製 品 の 販 売
株式会社バルカーエスイーエス 30百 万 円 100％ 各 事 業 に お け る 製 品 の 販 売
株式会社バルカー シール ソリューションズ 90百 万 円 100％ シ ー ル 製 品 の 製 造
九 州 バ ル カ ー 株 式 会 社 30百 万 円 100％ シ ー ル 製 品 の 製 造

お よ び 太 陽 光 発 電 事 業
株式会社バルカーエラストマー 25百 万 円 100％ シ ー ル 製 品 の 製 造
株式会社バルカー・エフエフティ 472百 万 円 83.6％ シ リ コ ン ウ エ ハ ー の

リ サ イ ク ル お よ び 販 売
バルカー・イイダテクノロジー株式会社 33百 万 円 67.0％ シ ー ル 製 品 お よ び

機 能 樹 脂 製 品 の 製 造
バ ル カ ー ア メ リ カ イ ン ク 1,260千 米 ド ル 100％ 各 事 業 に お け る 製 品 の 販 売
バ ル カ ー エ ヌ ジ ー シ ー イ ン ク 2,437千 米 ド ル 80.0％ 機能樹脂製品の製造および販売
バルカーシール（上海）有限公司 1,150百 万 円 100％ シ ー ル 製 品 お よ び

機 能 樹 脂 製 品 の 製 造
バルカー（上海）貿易有限公司 1,655千 人 民 元 100％ 各 事 業 に お け る 製 品 の 販 売
上海バルカーふっ素樹脂製品有限公司 65,550千 人 民 元 70.0％ 機能樹脂製品の製造および販売
バルカーコリアカンパニーリミテッド 10,859百万韓国ｳｫﾝ 100％ シ ー ル 製 品 の 製 造 お よ び

各 事 業 に お け る 製 品 の 販 売

台湾バルカー国際股份有限公司 11百万台湾ドル 100％
シ ー ル 製 品 お よ び
機 能 樹 脂 製 品 の 製 造 と
各 事 業 に お け る 製 品 の 販 売

バルカーベトナムカンパニーリミテッド 3,000千 米 ド ル 100％ シ ー ル 製 品 の 製 造 お よ び
各 事 業 に お け る 製 品 の 販 売

バルカーインダストリーズ（タイランド）リミテッド 126百 万 バ ー ツ 95.3％ シ ー ル 製 品 の 製 造 お よ び
各 事 業 に お け る 製 品 の 販 売

バルカーインダストリーズシンガポール
ピ ー テ ィ ー イ ー リ ミ テ ッ ド 2,500千 米 ド ル 100％ 各 事 業 に お け る 製 品 の 販 売

（注）１．平成30年３月31日現在の当社の連結子会社は、上記を含め20社であります。
２．バルカー・イイダテクノロジー株式会社は、平成29年６月29日を効力発生日として、当社の連結子

会社でありましたバルカーセイキ株式会社を吸収合併いたしました。
３．平成29年８月31日付で、バルカー・イイダテクノロジー株式会社の株式を追加取得いたしました。

これにより、バルカー・イイダテクノロジー株式会社への出資比率は67.0％（前期末55.8％）となり
ました。

４．平成29年12月7日付で、バルカーシール（上海）有限公司は減資をいたしました。これにより、バル
カーシール（上海）有限公司の資本金は、1,150百万円（前期末1,900百万円）となりました。

５．平成29年11月1日付で、バルカーインダストリーズシンガポールピーティーイーリミテッドを設立
し、バルカーインダストリーズ（タイランド）リミテッドの事業の一部を譲り受け、平成30年1月1
日より事業を開始いたしました。

－ 7 －

重要な親会社および子会社の状況
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(11) 主要な事業内容（平成30年３月31日現在）
事 業 部 門 主 要 製 品 ・ 事 業 内 容

シ ー ル 製 品 事 業

 プラント・機器・配管用ガスケット
機器用グランドパッキン
産業機器・輸送機器用各種ゴム製品（Ｏリング等）
半導体製造装置用ゴム成型品
自動車部品

機能樹脂製品事業
ふっ素樹脂素材（シート・ロッド等）
ふっ素樹脂成形品
ふっ素樹脂フィルム・テープ
ふっ素樹脂ライニング製品

そ の 他 事 業
シリコンウエハーリサイクル
ＬＥＤ照明
太陽光発電
H&S事業

－ 8 －

主要な事業内容
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(12) 主要な営業所および工場（平成30年３月31日現在）
＜国内＞

会 社 名 名 称 所 在 地

日 本 バ ル カ ー 工 業 株 式 会 社

本 社 東 京 都 品 川 区
Ｍ ・ Ｒ ・ Ｔ セ ン タ ー 東 京 都 町 田 市
大 阪 営 業 所 大 阪 府 大 阪 市
名 古 屋 営 業 所 愛 知 県 名 古 屋 市
北 九 州 営 業 所 福 岡 県 北 九 州 市

株 式 会 社 バ ル カ ー テ ク ノ 本 社 東 京 都 品 川 区
株 式 会 社 バ ル カ ー エ ス イ ー エ ス 本 社 千 葉 県 市 原 市
株式会社バルカー シール ソリューションズ 本 社 奈 良 県 五 條 市
九 州 バ ル カ ー 株 式 会 社 本 社 福 岡 県 飯 塚 市
株 式 会 社 バ ル カ ー エ ラ ス ト マ ー 本 社 福島県東白川郡棚倉町
株 式 会 社 バ ル カ ー ・ エ フ エ フ テ ィ 本 社 東 京 都 品 川 区
バルカー・イイダテクノロジー株式会社 本 社 大 阪 府 八 尾 市

（注）１．平成29年7月18日付組織体制の見直しにより、大阪事業所は大阪営業所へ名称変更いたしました。
２．バルカー・イイダテクノロジー株式会社は、平成29年6月29日を効力発生日として、当社の連結子会

社でありましたバルカーセイキ株式会社を吸収合併いたしました。
＜海外＞

会 社 名 国 名 所 在 地

バ ル カ ー ア メ リ カ イ ン ク 米 国 カ リ フ ォ ル ニ ア 州
サ ン タ ク ラ ラ

バ ル カ ー エ ヌ ジ ー シ ー イ ン ク 米 国 テ キ サ ス 州
ヒ ュ ー ス ト ン

バ ル カ ー シ ー ル （ 上 海 ） 有 限 公 司 中 国 上 海
バ ル カ ー （ 上 海 ） 貿 易 有 限 公 司 中 国 上 海
上 海 バ ル カ ー ふ っ 素 樹 脂 製 品 有 限 公 司 中 国 上 海
バ ル カ ー コ リ ア カ ン パ ニ ー リ ミ テ ッ ド 韓 国 ソ ウ ル
台 湾 バ ル カ ー 国 際 股 份 有 限 公 司 台 湾 高 雄
バルカーベトナムカンパニーリミテッド ベ ト ナ ム ハ イ ズ ン 省
バ ル カ ー イ ン ダ ス ト リ ー ズ（タ イ ラ ン ド）リ ミ テ ッ ド タ イ サ ム ッ ト プ ラ カ ン
バルカーインダストリーズシンガポール
ピ ー テ ィ ー イ ー リ ミ テ ッ ド シ ン ガ ポ ー ル シ ン ガ ポ ー ル

（注）平成29年11月1日付で、バルカーインダストリーズシンガポールピーティーイーリミテッドを設立し、バ
ルカーインダストリーズ（タイランド）リミテッドの事業の一部を譲り受け、平成30年1月1日より事業
を開始いたしました。

－ 9 －

主要な営業所および工場
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(13) 従業員の状況（平成30年３月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 増 減
1,759名（191名） 68名増（20名減）

（注）従業員数は当社グループから当社グループ以外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの
出向者を含む就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に年間の平均雇用人員を外書きで記載しておりま
す。

②　当社の従業員の状況
従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

425名（75名） 1名増（４名減） 45.3歳 17.5年
（注）従業員数は当社から当社以外への出向者を除き、当社外から当社への出向者を含む就業人員であり、臨時

従業員数は（　）内に年間の平均雇用人員を外書きで記載しております。

(14) 主要な借入先（平成30年３月31日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高

百万円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,572

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 414
株 式 会 社 三 重 銀 行 400
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 319
三 井 住 友 銀 行 （ 中 国 ） 有 限 公 司 151
株 式 会 社 群 馬 銀 行 150

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 10 －

従業員の状況、主要な借入先
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２ 会社の株式に関する事項 （平成30年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 68,000,000株
(2) 発行済株式の総数 18,688,733株
(3) 株主数 8,806名
(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,562 8.84
日 本 ト ラ ス テ ィ・サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社（信 託 口） 1,105 6.26
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 537 3.04
日 本 バ ル カ ー 東 京 共 栄 会 477 2.70
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 400 2.26
Ｃ Ｌ Ｅ Ａ Ｒ Ｓ Ｔ Ｒ Ｅ Ａ Ｍ  Ｂ Ａ Ｎ Ｋ Ｉ Ｎ Ｇ  Ｓ . Ａ . 350 1.98
瀧 澤 利 一 342 1.94
G O V E R N M E N T  O F  N O R W A Y 317 1.80
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 309 1.75
ダ イ キ ン 工 業 株 式 会 社 285 1.61

（注）当社は、自己株式1,020千株を保有しておりますが、上記大株主からは除いております。
持株比率は自己株式を控除して計算しております。

３ 会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。

－ 11 －

会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項
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４ 会社役員に関する事項

(1) 取締役および監査役の氏名等（平成30年３月31日現在）
会社における地位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 瀧 澤 利 一 ＣＥＯ
専 務 取 締 役 黒 川 清 敬

取 締 役 山 　 根 　 　 　 啓 ＣＣＯ
専務執行役員

取 締 役 関 　 忠 行
伊藤忠商事株式会社　理事
株式会社パルコ　社外取締役
ＪＳＲ株式会社　社外取締役
朝日生命保険相互会社　社外監査役

取 締 役 三 　 木 　 　 　 緑 三木産業株式会社　代表取締役社長
公益社団法人三木文庫　理事長

常 勤 監 査 役 林 遙

監 査 役 中 　 根 　 堅 次 郎 至誠清新監査法人 代表社員 公認会計士
至誠清新税理士法人 代表社員

監 査 役 八 戸 孝 彦 八戸法律事務所 代表弁護士
（注）１．関　忠行氏および三木　緑氏は､社外取締役であります｡また､中根堅次郎氏および八戸孝彦氏は､社外

監査役であります。
２．監査役中根堅次郎氏は、公認会計士の資格を有しており、企業の財務および会計に関する相当程度の

知見を有するものであります。
３．監査役八戸孝彦氏は、弁護士の資格を有しており、企業の法務、財務および会計に関する相当程度の

知見を有するものであります。
４．当社は、取締役関　忠行氏および同三木　緑氏ならびに監査役中根堅次郎氏および同八戸孝彦氏を東

京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
５．取締役山根　啓氏は、平成29年６月21日付でＣＣＯに就任いたしました。
６．取締役関　忠行氏は、平成29年６月16日付でＪＳＲ株式会社の社外取締役に就任し、平成29年７月

4日付で朝日生命保険相互会社の社外監査役に就任いたしました。
７．監査役中根堅次郎氏は、平成30年３月29日付で日機装株式会社の社外取締役を退任いたしました。

－ 12 －

会社役員に関する事項
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(2) 責任限定契約の内容の概要
　社外取締役関　忠行氏および同三木　緑氏ならびに社外監査役中根堅次郎氏および同八戸孝彦
氏は、当社と会社法第427条第１項に基づく責任限定契約を締結しており、当該契約に基づく損
害賠償責任額は法令の定める最低責任限度額であります。

(3) 取締役および監査役の報酬等の額
区 分 員 数 報 酬 等 の 総 額

取　締　役
（うち社外取締役）

７名
（３名）

232百万円
（21百万円）

監　査　役
（うち社外監査役）

３名
（２名）

44百万円
（23百万円）

合　計
（うち社外役員）

10名
（５名）

276百万円
（45百万円）

 
（注）１．平成18年６月20日開催の第106期定時株主総会において、取締役の報酬限度額を年額300百万円以

内、監査役の報酬限度額を年額70百万円以内とする旨の決議をいただいております。なお、取締役の
報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．上記には、平成29年６月21日開催の第117期定時株主総会の終結の時をもって退任した取締役２名
（うち社外取締役１名）を含んでおります。

－ 13 －

会社役員に関する事項
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(4) 社外役員に関する事項
①　社外役員の重要な兼職先と当社との関係

　取締役の関　忠行氏は、伊藤忠商事株式会社の理事、株式会社パルコおよびＪＳＲ株式会社
の社外取締役、ならびに朝日生命保険相互会社の社外監査役を兼任しております。当社は伊藤
忠商事株式会社およびＪＳＲ株式会社との間には特記すべき事項はありません。また、株式会
社パルコおよび朝日生命保険相互会社との間には取引関係はありません。
　取締役の三木　緑氏は、三木産業株式会社の代表取締役社長および公益社団法人三木文庫の
理事長を兼任しております。当社は三木産業株式会社および公益社団法人三木文庫との間には
取引関係はありません。
　監査役の中根堅次郎氏は、公認会計士であり、至誠清新監査法人および至誠清新税理士法人
の代表社員であります。当社はこの２法人との間には取引関係はありません。また、平成30年
3月29日付で退任するまで日機装株式会社の社外取締役を兼任しておりました。当社は日機装
株式会社との間には取引関係はありません。
　監査役の八戸孝彦氏は、八戸法律事務所の代表弁護士であります。当社は八戸法律事務所と
の間には取引関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 活 動 状 況

社外取締役 関 　 忠 行
当期における主な活動状況といたしましては、開催されました
取締役会14回すべてに出席し、議案の審議に必要な発言を適宜
行いました。

社外取締役 三 木 　 緑
当期における主な活動状況といたしましては、平成29年6月21
日就任後開催されました取締役会11回すべてに出席し、議案の
審議に必要な発言を適宜行いました。

社外監査役 中 　 根 　 堅 次 郎

当期における主な活動状況といたしましては、開催されました
取締役会14回、監査役会13回すべてに出席し、主に公認会計
士としての専門的見地から、議案の審議に必要な発言を適宜行
いました。

社外監査役 八 戸 孝 彦

当期における主な活動状況といたしましては、開催されました
取締役会14回、監査役会13回すべてに出席し、主に弁護士と
しての専門的見地から、議案の審議に必要な発言を適宜行いま
した。

－ 14 －

会社役員に関する事項
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５ 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称　　　　新日本有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等
①　当事業年度に係る会計監査人としての報酬 42百万円
②　当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

42百万円
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監

査の監査報酬の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る
報酬の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算出根
拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額につ
いて同意の判断をいたしました。

３．当社の一部の連結子会社につきましては、当社の会計監査人以外の公認会計士（または監査法人）
の監査を受けております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要性があると判断した場
合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に該当すると判断したときは、
監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任する方針です。

－ 15 －

会計監査人の状況
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６ 会社の体制および方針

(1) 業務の適正を確保するための体制
　当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会で決議した「内部統制システムに関
する基本的な考え方」は以下のとおりであります。（最終改定：平成27年４月22日）

①　取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　当社は、コンプライアンス遵守を普遍的な最重要課題とし、基本方針「THE VALQUA 
WAY」のなかで、従うべき理念である「正正堂堂と」を、さらに行動指針としての「コンプ
ライアンス遵守と誠実な行動」を宣言し、グループの全従業員に周知徹底する。
　コンプライアンス・マニュアルを制定・配布するとともに、コンプライアンス委員会を中心
としたグループコンプライアンス体制を確立し、同体制下、各種法規制等に対応する諸規程の
整備、研修、訓練等を実施する。
　具体的には、平成19年１月１日にコンプライアンスに関する事項を統括する役員として、チ
ーフ・コンプライアンス・オフィサー（ＣＣＯ）を設置し、ＣＣＯは、定期的にグループ全体
のコンプライアンスに関する状況をコンプライアンス委員会に報告する。
　コンプライアンス体制の確立を実効あらしめるためグループ内監査体制を強化し、監査役は、
監査役監査基準に基づき取締役および従業員の職務執行について監査を行うものとし、内部監
査部門として、他の部門から独立した内部監査室を設置する。また、コンプライアンスに関す
る相談・通報を受け付けるグループ内部通報制度を設ける。
　反社会的勢力排除について、当社はコンプライアンス・マニュアルにおいて遵法精神と確固
たる倫理観のもと、「反社会的勢力との対決」を宣言し、毅然とした態度で、反社会的勢力と
の一切の関係遮断を図り、公正かつ透明性のある企業活動に徹する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　社内における文書の作成、保管、保存等については原則として文書管理規程に基づき実施さ
れることとし、特に、取締役の職務の執行に係る取締役会議事録、常務会議事録、その他各種
委員会等議事録等については、それぞれ所管部署において定められた手続等に従い適正に保存、
管理体制をとるものとする。また稟議書、各種申請書類等職務執行の記録を記した書類等につ
いても、これらに準じた保存、管理体制を構築する。
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③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　グローバルにグループ全体でリスク管理体制の構築に努めるものとする。特に災害、環境、
品質、輸出管理等に係るリスクについては、それぞれ所管する部署において、規程、マニュア
ル等を制定・整備し、リスクの顕在化を防止するとともに、万一リスクが顕在化した場合に損
失を最小化するための施策を予め講ずるものとする。また、非常事態における業務継続、復旧
のための基本対応手順・対策を事前に定めるとともに、かかる事態を速やかに上級職位ならび
に関係者に通報する体制を整備する。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役会をグループ全体の企業価値向上を図るための意思決定および執行役員によりなされ
る業務執行の監督機関として位置付け、取締役会が決定した経営方針・戦略に従って執行役員
が業務を執行する執行役員制度を採用するものとする。取締役は、執行役員会等重要な会議に
出席し、執行役員の業務執行について助言・監督する。取締役、執行役員および従業員の職務
分掌・権限は、経営基本規程、職務権限規程、業務分掌規程等社内規程において明定するとと
もに、それら規程に基づき常に業務の効率化を図るものとする。

⑤　当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　上記①から④の各項目については、グループ各社に適用されることを基本とし、グループ内
の情報交換、人事交流等連携体制を強化することにより統制の実効性を高める。また、コンプ
ライアンスおよびリスク管理を統一的かつ効率的に実施するためグループ内監査体制を確立す
る。さらに、グループ内取引については、法令、社内規程等に従い、適切に処理される体制を
確立する。
(ア)子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　グループ全体の業務の確実かつ効率的な執行と運用を図ることを目的として制定された
子会社管理規程に基づき、子会社は定期的に開催される取締役会や幹部会議の内容を当社
に報告し、必要に応じて当社決裁手続を経る体制を確立する。

(イ)子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　グループリスク管理体制のもと整備された、リスク管理に関連する規程・マニュアル等
に基づき、子会社はリスクの顕在化を防止するとともに、万一リスクが顕在化した場合に
損失を最小化するための施策を予め講ずるものとする。また、子会社は非常事態における
業務継続、復旧のための基本対応手順・対策を事前に定め、かかる事態が生じた場合には
速やかに当社に報告し、直ちに対策をとる体制とする。
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(ウ)子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、グループ中期経営計画を策定し、グループ各社およびその役員および従業員は
それに基づいて職務を執行する効率的かつ確実な執行体制を確立する。また財務的側面で
は、グループファイナンスの最適化のため、資金の集中・一元管理を行う。

(エ)子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する
ための体制
　当社は、①に記載するグループコンプライアンス体制を構築し、子会社は同体制のもと
コンプライアンス・マニュアルをはじめとするコンプライアンス関連規程を遵守する。ま
た、当社は、同体制の一環として、グループコンプライアンス研修、訓練等を子会社に対
し適宜実施する。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事
項および当該使用人の取締役からの独立性に関する事項、ならびに監査役の当該使用人に対す
る指示の実効性の確保に関する事項
　監査役が職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役と監査役との協議のうえ、
補助使用人を置く。その場合当該使用人の取締役からの独立性を確保するため、当該使用人に
対する業務指示は監査役が直接行い、異動等の人事権に関する事項の決定には監査役の同意を
要するものとする。

⑦　取締役および使用人が監査役に報告をするための体制、ならびに報告した者が当該報告をした
ことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制、その他の監査役への報
告に関する体制
　監査役は、取締役会、常務会、執行役員会等重要な会議に出席するほか、重要な決裁書類等
の閲覧等により、取締役および執行役員の業務執行につき監査を行うとともに、定期的に監査
役会を開催し相互の情報交換を行うものとする。また、取締役、執行役員および従業員から、
監査役に対してタイムリーかつ必要な情報が提供される体制を構築する。なお、当該情報提供
を実効あらしめるため、グループ内部通報制度には、通報者に対する不利益な取扱いの禁止を
制度上明定する。
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⑧　子会社の取締役、監査役および使用人等またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役
に報告するための体制、ならびに報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱
いを受けないことを確保するための体制
　子会社の取締役会・幹部会議の内容、および当社の内部監査部門が行うグループ内部監査の
結果が、監査役に報告される体制を確立する。また、子会社の役員および従業員から、監査役
に対してタイムリーかつ必要な情報が提供される体制を構築する。なお、同体制の一部を担う
グループ内部通報制度はグループ内すべての従業員を対象とし、通報者に対する不利益な取扱
いの禁止も同様に適用する。

⑨　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行につ
いて生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役がその職務の執行において必要とする費用については予め予算計上する。また、緊急、
臨時に支出した費用は事後において会社に償還請求できる旨を監査役監査基準に定め、適正に
運用する体制とする。

⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は、取締役会への出席に加え、必要に応じて代表取締役との意見交換を行うとともに、
会計監査人ならびに内部監査室と定期的に意見交換を行う。また、監査役が当社の取締役、執
行役員および従業員、ならびに子会社の役員および従業員に対してヒヤリングする機会を確保
する。

⑪　財務報告の適正性を確保するための体制
　金融商品取引法に基づいて、財務報告に係る内部統制を構築し、その評価および報告を適切
に行い、財務報告の信頼性と適正性を確保する体制を整備し運用する。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当連結会計年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとお
りであります。

①　コンプライアンスに対する取組みの状況
　当社グループの従業員に向けて、定期的にコンプライアンス研修、その他テーマ毎の研修等
を実施し、コンプライアンス意識の向上に取組みました。また、グループ内部通報制度につい
ては、コンプライアンスに関する相談･通報の窓口ならびに通報者が不利益を受けない旨を当社
グループの従業員に対して継続的に周知しております。なお、グループ全体のコンプライアン
スに関する取組みの状況はＣＣＯが代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会に
報告しております。

－ 19 －

会社の体制および方針



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2018/05/21 11:10:42 / 17369293_日本バルカー工業株式会社_招集通知（Ｃ）

②　情報の保存および管理に対する取組みの状況
　当社グループは、取締役会その他重要会議の議事録および稟議書、各種申請書類等の業務執
行に関する文書を、文書管理規程その他関連する規程に従い所管部署において保存管理してお
り、その状況については定期的な監査等のモニタリングにより適正性を確認しております。

③　損失の危険の管理に対する取組みの状況
　当社グループは、危機管理規程に基づくリスク管理を行っております。また、リスク管理委
員会においてリスクの洗い出し、リスクへの対処を含めた進捗管理を行っております。非常事
態における緊急連絡体制の運用については、定期的に訓練を行い、その実効性を確認しており
ます。

④　業務執行の適正性および効率性に対する取組みの状況
　当社グループは、取締役会において経営方針・戦略を決定し、執行役員はそれらに従って適
正かつ効率的に業務を執行しております。取締役は、毎月開催される執行役員会および定期的
に開催される戦略別・地域別レビュー等を通じてその執行状況を確認し、助言・監督を行って
おります。また、個々の業務執行については、取締役会規則、常務会規則、子会社管理規程等
に基づいて必要な決裁を受けており手続き的な適正も確保されております。なお、財務的側面
においては、キャッシュマネジメントサービスの運営規則に基づきグループファイナンスの最
適化のための管理を行っております。

⑤　監査役の職務の執行に対する取組みの状況
　監査役は、取締役会その他重要会議への出席のほか、取締役、執行役員および重要な当社グ
ループの従業員との面談を適宜行い、情報交換および、助言・監督を行いました。また、当社
の内部監査部門が行うグループ内部監査の結果について報告を受け、追加監査を指示しその結
果報告を受けるなどしております。さらに、会計監査人および内部監査室と意見交換を定期的
に行い、必要に応じて代表取締役との意見交換を行っております。

⑥　財務報告の適正性の確保に対する取組みの状況
　財務報告の適正性については内部統制委員会が内部統制評価結果報告書を入手し、結果説明
を受け、財務報告の適正性と信頼性が確保されていることを確認しております。
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（3) 株式会社の支配に関する基本方針
①　基本方針の内容

　当社取締役会は、大規模買付者により、財務および事業の方針の決定に影響を及ぼすことが
可能な数の当社株式を取得することを目的とする大規模な買付行為が行われようとする場合に、
当社の株式の売却に応ずるか否かは、最終的には株主の皆さまがこれを判断されるべきものと
考えております。しかしながら、当該買付行為が真に当社の企業価値の向上に資するものであ
るかどうか、さらには、多くの株主の利益向上に繋がるものであるかを多数の株主の皆さまが
判断されるためには、当該大規模買付者から当該買付行為について十分な情報が提供されると
ともに、これを評価・検討するための一定の時間を確保することが大切であると認識し、「大
規模買付行為への対応方針」を定めておくことが必要不可欠であると判断しております。

②　当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み
　当社は、社名の由来でもある「Value ＆ Quality」（価値と品質）をスローガンとして、創
業以来、価値ある製品の研究・開発、信頼を生む品質の高い製品の提供に努力してまいりまし
た。また、経営の基本方針である「THE VALQUA WAY」を制定するとともに、「価値の創
造と品質の向上」を基本理念として、それを具現化する中期経営計画「New Valqua Stage 
One」（NV・S1）を平成12年度にスタートさせ、「New Valqua Stage Seven」（NV・
S7）まで、経営計画に掲げられた経営目標に向けての積極果敢な挑戦を行うとともに、変化す
る事業環境に機敏に対応することで、競争力強化を図ってまいりました。そして、平成30年度
からは新たな３か年計画「New Valqua Stage Eight」（NV・S8）を策定し、コーポレート
ガバナンスのさらなる充実と、グローバルな収益基盤の拡大強化に向けた、新たな挑戦を試み
ております。
　これまでの歴史に裏打ちされた技術力やブランド力は、多くの需要家をはじめとする関係者
の間で高く評価されてまいりました。これら技術力やブランド力は、当社グループの重要な強
みであるとともに、相互に有機的に関連した不可分のものであり、当社グループの企業価値の
源泉となっているものであります。

③　会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定
が支配されることを防止するための取組み
　当社は、大規模買付行為が行われる場合には、一定の合理的なルール（以下「大規模買付ル
ール」といいます。）に従っていただくこととし、これを遵守した場合およびしなかった場合
につき一定の対応方針を定めることをもって、会社支配に関する基本方針に照らして不適切な
者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとい
たします。
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　当社の大規模買付ルールは、以下の項目について具体的なルールを定めております。
 (ア) 大規模買付ルールの概要
 (イ) 対象とする大規模買付行為
 (ウ) 大規模買付者に対する情報提供の要請
 (エ) 大規模買付行為の評価・検討
 (オ) 大規模買付ルールが遵守された場合の対応方針
 (カ) 大規模買付ルールが遵守されなかった場合の対抗措置
 (キ) 対抗措置発動の中止または撤回について
 (ク) 大規模買付ルールが株主および投資家の皆さまに与える影響等
 (ケ) 対抗措置発動時に株主および投資家の皆さまに与える影響等
 (コ) 当社取締役会が対抗措置の発動を決定した場合に株主の皆さまに必要となる手続

なお、本対応方針の有効期限は原則として取締役の任期に合わせるものとし、平成31年３月
31日に終了する事業年度に関する定時株主総会の終結の時までとします。その後については
取締役選任議案が上程される２年毎の定時株主総会において改めて定時株主総会の承認を得る
ものといたします。

④　本対応方針が会社支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合
致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないことについて
　当社のこれまでの諸施策ならびに中期経営計画である“NV・S8”は、当社の企業価値・株主
共同の利益を組織的かつ持続的に向上させるための具体的施策として策定されたものでありま
す。また、大規模買付ルールは、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって
導入され、その内容において客観性・透明性が担保される工夫がなされたものであります。し
たがいまして、いずれも当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではなく、①に記載す
る基本方針に沿うものであります。

以　上

－ 22 －
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連結計算書類

連結貸借対照表（平成30年３月31日現在） （単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
電 子 記 録 債 権
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
未 収 入 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ エ ア
リ ー ス 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
退 職 給 付 に 係 る 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産
社 債 発 行 費

(50,782)
27,262

6,514
11,738
2,062
2,685

485
1,292
1,388

319
803

△27
23,505
13,626

4,923
2,976
1,324
4,005

110
285

1,005
463
272

4
265

8,873
6,610

172
353

1,764
△28

14
14

（ 負 　 債 　 の 　 部 ） (16,190)
流 動 負 債 11,595

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 5,950
短 期 借 入 金 1,964
１年内返済予定の長期借入金 179
１年内償還予定の社債 160
リ ー ス 債 務 35
未 払 金 809
未 払 法 人 税 等 525
未 払 消 費 税 等 177
賞 与 引 当 金 473
役 員 賞 与 引 当 金 80
そ の 他 1,239

固 定 負 債 4,595
社 債 1,700
長 期 借 入 金 255
リ ー ス 債 務 72
繰 延 税 金 負 債 1,553
退 職 給 付 に 係 る 負 債 736
長 期 未 払 金 86
そ の 他 191

（ 純 　 資 　 産 　 の 　 部 ） （34,592)
株 主 資 本 29,643

資 本 金 13,957
資 本 剰 余 金 4,169
利 益 剰 余 金 12,899
自 己 株 式 △1,382

その他の包括利益累計額 3,394
その他有価証券評価差額金 3,085
為 替 換 算 調 整 勘 定 497
退職給付に係る調整累計額 △189

非 支 配 株 主 持 分 1,554
資 産 合 計 50,782 負 債 ・ 純 資 産 合 計 50,782

－ 23 －

連結貸借対照表



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2018/05/21 11:10:42 / 17369293_日本バルカー工業株式会社_招集通知（Ｃ）

連結損益計算書（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日） （単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 47,592
売 上 原 価 30,076

売 上 総 利 益 17,515
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 12,140

営 業 利 益 5,374
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 78
設 備 賃 貸 収 益 132
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 42
匿 名 組 合 投 資 利 益 76
助 成 金 収 入 11
そ の 他 61 403

営 業 外 費 用
支 払 利 息 60
手 形 売 却 損 22
設 備 賃 貸 費 用 173
為 替 差 損 19
そ の 他 36 311
経 常 利 益 5,466

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 15
投 資 有 価 証 券 売 却 益 248 264

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 0
固 定 資 産 廃 棄 損 32
固 定 資 産 減 損 損 失 210
石 綿 疾 病 補 償 金 64
そ の 他 4 312

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 5,417
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,416
法 人 税 等 調 整 額 104 1,520
当 期 純 利 益 3,896
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 63
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,833

－ 24 －
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計算書類

貸借対照表（平成30年３月31日現在） （単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
リ ー ス 資 産
電 話 加 入 権
技 術 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
敷 金 ・ 保 証 金
前 払 年 金 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産
社 債 発 行 費

(41,521)
19,219

5,222
822

1,975
6,929
1,504

4
203
135
418

1,988
15

△1
22,287
5,880
1,528

28
277

1
670

3,363
9

298
218

4
14
61

16,108
6,313
5,331
2,196

696
906
571
91

△0
14
14

（ 負 　 債 　 の 　 部 ） (14,173)
流 動 負 債 10,776

支 払 手 形 463
買 掛 金 4,154
短 期 借 入 金 1,100
1年内償還予定の社債 160
リ ー ス 債 務 12
未 払 金 678
未 払 法 人 税 等 232
未 払 消 費 税 等 117
未 払 費 用 61
預 り 金 3,368
賞 与 引 当 金 293
役 員 賞 与 引 当 金 80
そ の 他 52

固 定 負 債 3,397
社 債 1,700
リ ー ス 債 務 2
長 期 未 払 金 86
繰 延 税 金 負 債 1,407
退 職 給 付 引 当 金 35
長 期 預 り 保 証 金 33
そ の 他 131

（ 純 　 資 　 産 　 の 　 部 ） (27,347)
株 主 資 本 24,270

資 本 金 13,957
資 本 剰 余 金 4,199

資 本 準 備 金 4,197
そ の 他 資 本 剰 余 金 1

利 益 剰 余 金 7,489
そ の 他 利 益 剰 余 金 7,489

繰 越 利 益 剰 余 金 7,489
自 己 株 式 △1,375

評 価 ・ 換 算 差 額 等 3,077
その他有価証券評価差額金 3,077

資 産 合 計 41,521 負 債 ・ 純 資 産 合 計 41,521

－ 25 －
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損益計算書（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日） （単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 32,419
売 上 原 価 22,813

売 上 総 利 益 9,606
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,044

営 業 利 益 562
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,623
そ の 他 321 2,945

営 業 外 費 用
支 払 利 息 61
そ の 他 331 393
経 常 利 益 3,114

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 14
投 資 有 価 証 券 売 却 益 247 261

特 別 損 失
固 定 資 産 廃 棄 損 9
石 綿 疾 病 補 償 金 64
そ の 他 4 78

税 引 前 当 期 純 利 益 3,297
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 89
法 人 税 等 調 整 額 152 242
当 期 純 利 益 3,055

－ 26 －
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成30年５月７日
日本バルカー工業株式会社

取締役会　御中
新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 跡 部 尚 志 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 増 田 晋 一 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本バルカー工業株式会社の平成29年４月１日か
ら平成30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、日本バルカー工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 27 －
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成30年５月７日
日本バルカー工業株式会社

取締役会　御中
新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 跡 部 尚 志 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 増 田 晋 一 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本バルカー工業株式会社の平成29年４月
１日から平成30年３月31日までの第118期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 28 －
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第118期事業年度の取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況および結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集および監査の環境
の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社および主要な事
業所において業務および財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社
の取締役および監査役等と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社およびその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保する
ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項および第３項に定める体制の整備
に関する取締役会決議の内容および当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ
ム）について、取締役および使用人等からその構築および運用の状況について定期的に報告
を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等および新日本有限責任監査法人から当
該内部統制の評価および監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針および同条同号ロ
の各取組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について
検討を加えました。

④　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131号各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成
17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説
明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告および附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およびその附属明細書ならびに
連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注
記表）について検討いたしました。

－ 29 －

監査役会の監査報告
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果
①　事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は

認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統

制システムに関する事業報告の記載内容および取締役の職務の執行についても、財務報告に
係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

④　事業報告に記載されている会社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関
する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会
社法施行規則第118条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株
主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするもの
ではないと認めます。

⑵　計算書類およびその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

平成30年５月8日

日 本 バ ル カ ー 工 業 株 式 会 社 　 監 査 役 会
常 勤 監 査 役 林 遙 ㊞
社 外 監 査 役 中 　 根 　 堅 次 郎 ㊞
社 外 監 査 役 八 戸 孝 彦 ㊞

以　上

－ 30 －

監査役会の監査報告
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株主総会参考書類

議案および参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件
　剰余金の処分につきましては、当期の業績および今後の事業展開等を勘案いたしまして、当期の期
末配当を次のとおりといたしたく存じます。

(1) 配当財産の種類 金銭といたします。

(2) 株主に対する配当財産の割当て
に関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき　金45円
総額　　　　　   795,063,285円

（注）なお、中間配当金として40円をお支払いしておりますので、当期の年間配当金は１株当たり85
円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生ずる日 平成30年６月21日

－ 31 －

剰余金処分議案
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第２号議案 定款一部変更の件
(1) 提案の理由

①　当社グループは、グローバル化を加速し、モノづくりにとどまらない「モノ・コト・ヒトを
通じた価値創造」を図っております。これに伴い、当社の商号から「日本」という特定地域
の名称および「工業」という特定産業分野の名称を外し「日本バルカー工業株式会社」から
「株式会社バルカー」へ、現行定款第1条（商号）を変更するものであります。
なお、本変更の効力発生日につきましては、平成30年10月１日といたしたく存じます。

②　今後の事業内容の多様化等に対応するため、現行定款第２条（目的）に新たな目的事項を追
加するものであります。

③　経営体制の一層の強化を図るため、現行定款第19条（員数）に定める取締役の員数の上限を
２名増員し、５名から７名に変更するものであります。

④　コーポレートガバナンス体制の見直しにより、相談役制度を廃止することとし、現行定款第
23条（相談役）を削除するものであります。

⑤　当社グループは、迅速な業務執行と責任の明確化を目的として執行役員制度を導入しており
ますが、その位置づけを定款上明確にするため、定款変更（案）第25条に執行役員に関する
規定を新設するものであります。

(2) 変更の内容は、次のとおりであります。
(下線は、変更部分を示します。)

現行定款 定款変更（案）
(商　　号) (商　　号)
第１条　当会社は 日本バルカー工業株式会社 

と称し、英文ではＮＩＰＰＯＮ ＶＡＬ
ＱＵＡ ＩＮＤＵＳＴＲＩＥＳ，ＬＴ
Ｄ． とする。

第１条　当会社は 株式会社バルカー と称し、
英文ではＶＡＬＱＵＡ，ＬＴＤ．とす
る。

－ 32 －

定款一部変更の件
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現行定款 定款変更（案）
（目　　的）
第２条　当会社は下記の業務を営むことを目的

とする。
１（イ）～（ト）（条文省略）

　　　　　　　（新設）

２、３　　　　　（条文省略）

(員　　数)

（目　　的）
第２条　当会社は下記の業務を営むことを目的

とする。
１（イ）～（ト）（現行どおり）

（チ）建設工事の請負ならびに建設工事
に関する企画、設計、監理、マネ
ジメントおよびコンサルティング

２、３　　　　　（現行どおり）

(員　　数)
第19条　当会社の取締役は、５名以内とする。

２　　　　　　　 (条文省略)
第19条　当会社の取締役は、７名以内とする。

２　　　　　　　　(現行どおり)

(相 談 役) 　　　　　　　　　　　(削除)
第23条　取締役会の決議にもとづき相談役を定

めることができる。

第24条、第25条　　　(条文省略) 第23条、第24条　　　(現行どおり)

(新設) (執 行 役 員)
第25条　当会社は、取締役会の決議にもとづ

き、執行役員を置くことができる。

　　　　　　　　　　　(新設) 附　　則
第１条(商号)は平成30年10月1日に効力が生じ
るものとする。なお、本附則は効力発生日をも
ってこれを削除する。

－ 33 －

定款一部変更の件
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第３号議案 取締役１名選任の件
　経営体制の一層の強化を図るため社外取締役を１名増員することとし、第２号議案「定款一部変更
の件」が原案どおり承認可決されることを条件として、取締役１名の選任をお願いするものでありま
す。なお、新たに選任された取締役の任期は、当社定款の定めにより、他の在任取締役の任期の満了
する時までとなります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

取締役候補者
せ き

関
ね

根
ち か

近
こ

子 （昭和28年12月16日生） 所有する当社株式の数 0株

新 任 ［略歴、地位、担当および重要な兼職の状況］
昭和 47年 4月 資生堂山形販売株式会社 入社
平成 18年 4月 資生堂販売株式会社（現 資生堂ジャパン株式会社）

大阪支店 支店長
平成 20年 4月 株式会社ディシラ本部出向 全国営業本部長
平成 21年 10月 株式会社資生堂 国際マーケティング部 美容企画推進室 室長
平成 24年 4月 同社 執行役員
平成 26年 4月 同社 執行役員常務
平成 28年 1月 同社 顧問
平成 28年 2月 イーサポートリンク株式会社 社外取締役（現任）
平成 30年 2月 株式会社Bマインド 代表取締役（現任）
[選任理由]
大手化粧品会社の執行役員としての豊富なビジネス経験をもとに、多角的視点から
当社の経営全般について的確な助言等をいただけるものと判断し、社外取締役とし
て選任をお願いするものであります。

（注）１．取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．関根近子氏は、社外取締役候補者であります。同氏を社外取締役候補者とした理由および職務を適切

に遂行できるものと判断した理由は、上記の[選任理由]に記載のとおりであります。
３．当社は、関根近子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出る予定であります。
４．当社は、社外取締役候補者である関根近子氏が就任した場合、同氏との間で責任限定契約を締結する

予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令の定める最低責任限度額を予定して
おります。

５．上記の他に記載すべき事項はありません。

－ 34 －

取締役選任議案
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第４号議案 監査役１名選任の件
　監査体制の一層の強化を図るため社外監査役を１名増員することとし、監査役１名の選任をお願い
するものであります。なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

監査役候補者
た か は し ひ で の り

高橋秀法 （昭和26年8月26日生） 所有する当社株式の数 0株

新 任 ［略歴、地位および重要な兼職の状況］
昭和 57年 8月 公認会計士登録
平成 3年 8月 センチュリー監査法人（現 新日本有限責任監査法人）代表社員
平成 18年 6月 新日本監査法人（現 新日本有限責任監査法人）常任理事
平成 20年 8月 新日本有限責任監査法人 経営専務理事
平成 22年 7月 日本公認会計士協会 常務理事
平成 22年 8月 新日本有限責任監査法人 本部経営シニアアドバイザー、シニア

パートナー
平成 22年 10月 企業会計審議会 内部統制部会臨時委員
平成 26年 9月 日本公認会計士協会 自主規制・業務本部長
平成 29年 6月 五洋建設株式会社 社外取締役（現任）
[選任理由]
公認会計士であり、企業会計の専門家としての立場からの助言・監督を行っていた
だけるものと判断し、社外監査役として選任をお願いするものであります。

（注）１．監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．高橋秀法氏は、当社の会計監査人である新日本有限責任監査法人の業務執行に携わっておりましたが、

同監査法人を平成26年６月に退職しております。
３．高橋秀法氏は、社外監査役候補者であります。同氏を社外監査役候補者とした理由および職務を適切

に遂行できるものと判断した理由は、上記の[選任理由]に記載のとおりであります。
４．当社は、高橋秀法氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出る予定であります。
５．当社は、社外監査役候補者である高橋秀法氏が就任した場合、同氏との間で責任限定契約を締結する

予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令の定める最低責任限度額を予定して
おります。

６．上記の他に記載すべき事項はありません。

－ 35 －

監査役選任議案
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第５号議案 取締役および監査役の報酬限度額改定の件
　当社は、平成１８年６月２０日開催の第１０６期定時株主総会において、取締役の報酬限度額につ
いては年額３００百万円以内、監査役の報酬限度額については年額７０百万円以内とすることをご承
認いただき現在に至っておりますが、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されま
すと取締役の員数の上限が２名増員となること、ならびに経済情勢および経営環境の変化その他諸般
の事情を勘案し、取締役の報酬限度額については年額５００百万円以内（うち社外取締役分は年額６
０百万円以内）、また監査役の報酬限度額については年額１００百万円以内に、それぞれ改めさせて
いただきたく存じます。なお、取締役の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないも
のといたしたく存じます。
　また、現在の取締役の員数は５名（うち社外取締役２名）、監査役の員数は３名（うち社外監査役
２名）でありますが、第２号議案「定款一部変更の件」および第３号議案「取締役１名選任の件」が
原案どおり承認可決されますと、取締役は６名（うち社外取締役３名）となり、第４号議案「監査役
１名選任の件」が原案どおり承認可決されますと、監査役は４名（うち社外監査役３名）となります。

以　上

－ 36 －
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会場ご案内略図
会場：東京都品川区大崎二丁目１番１号

ThinkPark Tower（シンクパークタワー）24階
日本バルカー工業株式会社　本社大会議室
電話　（03）5434－7370
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●交通機関
JR「大崎駅」南改札口、新西口直結　夢さん橋を通り徒歩２分
（JR山手線・JR埼京線・JR湘南新宿ライン・りんかい線）

クールビズ　スタイルでの株主総会開催について
　株主総会当日、当社係員は軽装（クールビズ）にてご対応させていただき
ますので、ご了承いただきますようお願い申しあげます。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。
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